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研究成果の概要（和文）：　本研究は、義務教育段階において診断が確定する学習障害（ＬＤ）を、就学前に発見する
ための「幼児用ＬＤ診断尺度」の開発を目指したものである。尺度を作成するに際しては、幼児教育・保育の現場にお
ける利便性を考慮して、検査に基づく情報によるのではなく、幼児の日常行動を診断情報として利用することに努めた
。結果として、リスク幼児の類型化などの視点からの示唆が得られた。主に、５歳児を対象とした２８項目から成る尺
度を構成し、保育関係者に調査を実施したところ、LＤ症状を４つの行動クラスターに整理でき、特に認知・言語機能
が重視されることを明らかにした。
　

研究成果の概要（英文）：Early childhood is a critical period in a child's life. And, diagnostic assessment
 tools are available for children with learning disabilities(LD). However, we do not have simplified scree
ning scale during early childhood in LD. The purpose of this study was to develop an early childhood versi
on of screening scale for children with LD. In conclusion,we suggested several key points to screening of 
children with LD during early childhood.
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１．研究開始当初の背景 
 
 学習障害（LD）は、我が国の義務教育段階
における児童・生徒の 4.5％にのぼるという
推計もあり、発達障害の中でももっとも頻度
の高いことが知られている。その症状は、読
み、書き、計算など、教科学習の基礎的能力
の一部が特異的に障害されるものであり、こ
のため、その診断・発見は就学後を待たねば
ならないのが実情である。この結果、教育的
な対応も症状が重篤化した後の事後対応と
ならざるを得ないという課題を抱えるだけ
でなく、学業の失敗の蓄積に伴い、反抗、無
力などといった二次的な障害に陥りやすい
ことも指摘されている。 
 LD に対する現行のアセスメント・ツール
としては、PRS（Myklebust,1981）や LDDI
（Hammill,1998）などが主要なものであり、
本邦においてもその日本版が作成されてい
る（森永・隠岐,1992；上野ら,2005）。しか
し、これらは症状の具体的な現れ方を評価す
るものであり、学童期の児童・生徒を対象に
標準化されたものでしかない。 
 LD の早期発見と早期対応を目指した取り
組みとして、一斉指導の中で個々の学習の進
捗状況をモニターしようという RTI
（Response to Intervention/Instruction）の
モデルが注目されているが、このモデルも小
学校段階での適用が前提となっている。 
 一方、就学前段階の幼児が将来 LDとなる
可能性について示唆した研究もないわけで
はない（たとえば Schneider,2000）。しかし、
これらの研究は、いずれもどのような能力が
将来の読み書き・計算成績を予測しうるか、
ということに注目したものであり、すべて特
定の機能検査による測定にとどまっている。
そのうえ、幼児の多様な機能を全体としてと
らえたものでないため、発達支援に対する情
報を入手することはできない。 
 以上のように、LD を就学前に発見し適切
に対応していくことには重要な意義がある
が、それを行うためのアセスメント・ツール
は全くないというのが現状である。 
 
 
２．研究の目的 
 
  本研究の目的は、LD の早期発見、早期
対応のための LDアセスメント尺度を開発す
ることである。その特徴は、いわゆる検査場
面における測定ではなく、日常生活場面の行
動観察によってリスク幼児を検出できるも
のであり、測定結果に基づいて、その支援方
法を考えることのできる実践性を備えたも
のを目指している。 
 
 
 
 
 

３．研究の方法 
 
１） LD 早期診断尺度の作成 
尺度を作成するための基礎資料として、まず、
5 歳児を対象として、各種発達検査の中から
日常行動を取り上げた項目とともに、幼児期
の検診の観察項目を抽出した。これらの項目
について、重複部分を精査するとともに、観
察場面の日常性や評定の容易さ等を考慮し
た結果、32 項目が選択された。これらについ
て、幼児教育関係者から、適切性に疑問のあ
る項目や表現の曖昧さなどの指摘を受けて、
最終的に 28 項目を尺度とした。 
 
２） 保育関係者を対象とした調査 
 保育士 50 名を対象に、LD を予測させる行
動について、上述の尺度を用いて調査を行っ
た。LD に結びつきやすいと判断される項目群
を明らかにするために、28項目の評定値を変
数とする階層的クラスター分析を行った。 
 
３） リスク幼児の行動観察 
 幼稚園 5歳児学級において、LD 関連項目の
得点が2標準偏差以上の幼児をリスク幼児と
して 6 人抽出した。これらの幼児について、
特につまずき行動に注目して、毎週観察を継
続した。これらの記録は、つまずき内容、場
面、対処法、推定される原因等を含むもので
あり、これらをデータベース化した。 
 
 ４）リスク幼児の類型化 
 リスク幼児の示すつまずき行動と、尺度の
群得点との関係が一様ではないことに注目
し、これらの関連を説明するためのモデルと
し て 、 ワ ー キ ン グ メ モ リ ー モ デ ル
（Braddeley,2002）を採用した。データベー
ス化されたつまずき行動をこのモデルでコ
ード化して整理した。 
 
 
４．研究成果 
 
 １） LD 早期診断尺度の作成について 
 発達検査や検診項目等から抽出・整理した
行動は 28 項目であった。これらは、箸の使
用、ボタンの掛け外しなどの微細運動、ブラ
ンコこぎ、スキップなどの粗大運動、指示理
解、聞き間違い、聞き返しなどの言語理解、
拒否、しりとり、言い真似などの言語表現、
靴の左右弁別、色名呼称、昨日・明日の時間
概念など認知機能、描画、模写などの表出的
な認知機能、じゃんけん、ルールなど遊び場
面における認知機能、危険行動、我慢などの
社会性機能、物への取り組み、周囲との衝突
などの注意機能、事物の場所の記憶機能など、
多彩な内容から構成されていた。これらの項
目を選択するに際しては、たとえば、「しり
取り遊び」などは音韻分解を要し、読み能力
の前提となるというように、理論的な基礎を
もつものとした。 



 
２） 保育関係者に対する調査 
 28項目の行動特性は最終的に4つのクラス
ターに分離することができた。それぞれのク
ラスターは、運動機能、注意・抑制機能、認
知・言語機能Ⅰ、認知・言語機能Ⅱに対応し
ており、このうち LD との関連が特に深いと
評価されたのは、ルール理解、時間理解、言
語模倣、音韻分解などから成る認知・言語機
能Ⅱであった。 
 保育経験が 15 年以上の保育士の場合は、
言語理解、左右弁別からなる認知・言語機能
Ⅰとの関連も重視されており、保育経験の長
短によって判断に違いがあることも示唆さ
れた。 
 一方、LD に関する自覚的理解の程度や、LD
児との接触経験による評定値の違いは観察
されなかった。なお、これらの評定の信頼性
は 0.850 と高い値を示した。 
 以上の結果は、保育関係者の LD に対する
認識は基本的に認知・言語機能に集中してい
ることを示すだけでなく、ADHD や広汎性発達
障害（自閉症すペクトラム）にみられやすい
行動とは区別されていることが示唆するも
のである。 
 
３） リスク幼児の行動観察 
 幼稚園 5 歳児学級に在籍する幼児 90 名に
対して LD 早期診断尺度を実施し、6名をリス
ク幼児として抽出した。リスク幼児と判定し
た基準は、上記２）において認知・言語機能
Ⅰ、Ⅱの評点の総合点を算出し、2 標準偏差
以上の高得点を示したものとした。この 6名
はいずれも、幼稚園教諭から「気になる子」
と認識されており、うち 2名は広汎性発達障
害の診断を受けていた。 
 これらのリスク幼児に対して、9 か月間に
わたる自然観察を行い、日常場面における
「つまずき」行動を記録した。記録は総計 148
件にのぼったが、つまずき行動の内容は多岐
にわたったため、これらをデータベース化し
た。この結果、つまずき行動の多くは一定の
課題が与えられる場面で生じやすいこと、介
在する仕組みは多様であること、6 人の中で
も個人差が大きいことが明らかになった。 
 なお、すでに LD の診断を受けた学童児に
対して本尺度を遡及的に実施する計画であ
ったが、観察場面の多くが集団場面における
行動であるために保護者が評定を行うこと
は困難であり、一方、当時の幼稚園教諭から
の情報が入手できなかった。このため、この
計画の実施は見合さざるを得なかった。 
 
 ４）リス幼児の類型化 
 リスク幼児にみられるつまずき行動の個
人差に注目し、つまずき行動に介在する機構
をワーキングメモリーのモデルに従って整
理した。この結果、抑制、切り替え、プラン
ニング等の中央実行系の関与するつまずき
行動はすべてのリスク幼児に認められたが、

一部は音韻ループの問題が示唆された。 
 これらの検討は継続中であるが、LD 早期診
断尺度において高得点を示すものの内部機
構は一様ではなく、中央実行系機能に起因す
るタイプと、中央実行系と音韻ループの機能
に起因するタイプとに分離できる可能性が
示唆されている。リスク幼児のうち広汎性発
達障害の診断を受けていた幼児はいずれも
後者のタイプであった。 
なお、これらの幼児について、就学後に LD
の症状が露呈するかどうかという予測的妥
当性の検証という課題が残されている。 
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